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事業概要 所管課

1・２ こどもの権利推進事業
令和7年4月1日施行の「江東区こどもの権利に関する条例」に基づき、こど
もの権利について普及啓発を実施。また、同条例で定めるこどもの権利を守
る取組を推進。

こども政策推進担当

こどもの権利推進事業
令和7年4月1日施行の「江東区こどもの権利に関する条例」に基づき、こど
もの権利について、こども自身が学ぶためのリーフレット作成等普及啓発を
実施。

こども政策推進担当

ー （学校運営において対応） 指導室

4 児童虐待対応事業
児童虐待対応、児童虐待に関する情報提供、虐待ケース会議の開催及び要保
護児童対策地域協議会の運営を実施。

養育支援課

5 こどもの権利推進事業
令和7年4月1日施行の「江東区こどもの権利に関する条例」に基づき、こど
もの権利について普及啓発を実施。また、同条例で定めるこどもの権利を守
る取組を推進。

こども政策推進担当

1～5 こどもの権利推進事業
令和7年4月1日施行の「江東区こどもの権利に関する条例」に基づき、こど
もの権利について普及啓発を実施。また、同条例で定めるこどもの権利を守
る取組を推進。

こども政策推進担当

6 ー （学校運営において対応） 指導室

1 両親学級事業 妊娠、出産、育児等の知識を習得するための教室を開催。

2 妊娠出産支援事業
妊婦を対象とする「ゆりかご面接」、産後ケア事業（宿泊型・日帰り型・乳房ケ
ア）等を実施。

3 乳児健康診査事業
乳児の健康を守るための4か月児健診、経過観察、6か月児健診 、9か月児
健診、精密健診、新生児聴覚検査を実施。

地区母子連絡会運営事業 地域母子保健の向上を図るための関連機関の連携会議を開催。

子ども家庭支援センター管理
運営事業

子育てに関する相談、ひろば、情報提供、地域活動の支援等を行う子ども家
庭支援センターの維持管理及び運営委託を実施。

養育支援課

新生児・産婦訪問指導事業 新生児とその産婦に対し、家庭訪問及びオンラインによる指導を実施。 保健予防課

児童虐待対応事業
母子保健・児童福祉の両部門の機能を統合し、一体的な支援を行うこども家
庭センターの設置を受け、対象者に必要な支援を組み合わせたサポートプラ
ンを作成・提示。

養育支援課

6 予防接種事業 予防接種法に基づく予防接種及び任意予防接種を実施。 保健予防課

保育所管理運営事業
区立保育所の運営において、疾病の早期発見と健康増進を図るため、健康診
断を定期的に実施。

保育政策課

私立保育所扶助事業
入所時の健康診断や定期健康診断を実施し、児童の疾病の早期発見と健康
増進を図るため、嘱託医及び嘱託歯科医を配置。

保育支援課

幼稚園保健衛生事業 健康診断及び園内の衛生検査等の保健活動を実施。

小・中学校保健衛生事業 健康診断及び学校内の衛生検査等の保健活動を実施。

8 ー （各施設運営において対応） 保育支援課・指導室

 基本目標１　こどもの権利を守る

 基本目標２　こどもの育ちを支える

53

　大施策２　こどもの意見表明・社会参加機会の確保

55

4

57

　大施策１　こどもの権利の周知・理解促進、相談・救済体制の充実

保健予防課

3

学務課

7

江東区こども計画に係る主な事業一覧(第4章〔施策の展開〕掲載取組関係事業）

※掲載内容はいずれも令和7年４月1日時点

　大施策１　こどもの健全な発育の支援

5
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1 児童福祉事務
認証保育所等の運営を行う社会福祉法人等に対し、認可への移行等に関す
る手続きの支援を実施。

保育政策課

2 幼稚園管理運営事業 幼稚園の管理及び園行事や教材購入等の幼稚園運営を実施。 学務課

保育所等における未就園児の
定期的な預かり事業

保育所等において、未就園児を対象に専用保育室や空き定員等を活用した
定期的な預かり事業（あずかーる）を実施。

保育政策課・保育支援課

幼稚園等における未就園児の
定期的な預かり事業

幼稚園等において、未就園児を対象に空きスペース等を活用した定期的な預
かり事業（あずかーる）を実施。

学務課

非定型一時保育事業
保護者が短期間の就労、通学、看病等でこどもの面倒をみることができない
場合の一時預かりを実施。

保育政策課

病児・病後児保育事業
病気または病気の回復期であるために保育園に登園できない児童の保育を
実施。

5 保育従事者確保支援事業
「保育園就職フェア」、採用活動支援事業及び宿舎の借り上げ事業など保育従
事者の確保定着の支援を実施。

保育の質の向上事業 保育の質の維持・向上を図るため、保育の質ガイドラインを策定。 保育政策課

私立保育所補助事業
とうきょうすくわくプログラム（乳幼児の興味・関心に応じた探究活動を実践
し、保育の更なる充実に取り組む施設への補助）等、私立保育所の運営に対
する補助を実施。

保育支援課

幼小中連携教育事業 「こうとう学びスタンダード（ネクストステージ）」を実践。

7 幼小中連携教育事業
同じ地域の公私立保育所・幼稚園・認定こども園、公立小・中学校が、授業等
の参観や意見交換を行う「江東区連携教育の日」を開催。

1 児童館管理運営事業

児童館の施設管理。7年度からは、こどもが使用した紙おむつの廃棄処分及
び電子入退館管理システム導入のほか、中高生支援を強化するため、学習や
くつろぎのスペース、Wi-Fi環境等を整備。また、一時預かり保育の利用料支
払い時にキャッシュレス決済が可能となる端末を導入するとともに、低所得
者世帯等の利用者負担軽減を実施。塩浜児童館において、指定管理者制度を
導入し、開館日数の増及び開館時間の延長等並びに一時預かり保育を実施。

こども家庭支援課

2 こどもプラザ管理運営事業
住吉子ども家庭支援センター、こどもプラザ図書館、地域交流スペース等を
備えたこども向け複合施設「こどもプラザ」の維持管理及び運営委託を実施。

養育支援課

3 放課後こどもプラン事業
放課後等に小学校等を活用し、登録のある児童を対象とした遊びやスポー
ツ、文化活動等を実施。放課後こども教室と学童クラブを連携・一体的に実施
する「江東きっずクラブ」を運営。

4 校庭遊び場事業 小学校・幼稚園等の校庭（園庭）及び施設を遊び場として開放。

5
青少年交流プラザ管理運営事
業

青少年交流プラザの管理・運営、青少年の居場所づくり及び情報提供を実
施。

青少年課

6 児童虐待対応事業
児童虐待対応、児童虐待に関する情報提供、虐待ケース会議の開催及び要保
護児童対策地域協議会の運営を実施。

7 ー （令和10年度より事業実施予定）

8 公園改修事業
老朽化が進んだ公園に新しい機能を盛り込み、かつ、耐用年数を考慮した改
修サイクルによる更新計画に基づき改修を実施。

河川公園課

61

指導室

59

保育支援課

地域教育課

養育支援課

　大施策3　居場所等の充実

4

　大施策2　就学前の教育・保育事業の充実

6
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1 区民スポーツ普及振興事業
スポーツ・パラスポーツの普及振興、こどもカヌー大会やファミリースポーツ
チャレンジ等、スポーツイベントを開催。

スポーツ振興課

2 文化財公開事業
旧大石家住宅をはじめとする有形・無形文化財及び民俗芸能の継承及び公
開。7年度からは、江東区無形文化財保持者が区立小・中学校等に出張し、伝
統工芸の講習、製作体験指導を実施。

文化観光課

3 後継者育成支援事業
高校・大学等の学校が実施したインターンシップ（就業体験）を受け入れた中
小企業の区内事業所に対し経費の一部を補助。

経済課

4 環境学習情報館運営事業
環境学習情報館（えこっくる江東）が行う環境学習講座、イベント開催等環境
学習事業を運営。

温暖化対策課

5
小・中学校教育情報化推進事
業

児童・生徒の情報活用能力の育成を目的とした、電子黒板、タブレット端末等
の整備のほか、教員用ICT機器、校務情報通信環境及びホームページシステ
ムを管理。

学務課

6 土曜・放課後学習教室事業 小学校等（4～6年生）、中学校等を対象に学習教室を全校で実施。 地域教育課

7 俳句教育推進事業
俳句講師の派遣及び区立小・中学校等の児童・生徒を対象とした俳句大会を
開催し、入賞者の俳句を集めた俳句集を作成。

8 地域クラブ活動事業
休日部活動の段階的な地域移行に向け、全区立中学校等において試行事業
を実施するほか、令和8年度から令和10年度を計画期間とする推進計画を
策定。

9 図書館読書活動推進事業
子育て関連施設等に対し、本の団体貸出のほか、読み聞かせボランティアの
養成及び派遣を実施。

深川図書館

1・２ 両親学級事業 妊娠、出産、育児等の知識を習得するための教室を開催。 保健予防課

3 ー （令和10年度より事業実施予定） 養育支援課

児童館子育てひろば事業 子育てに関する情報交換・悩み相談やこども向け体操等の行事を実施。 こども家庭支援課

子ども家庭支援センター管理
運営事業

子育てに関する相談、ひろば、情報提供、地域活動の支援等を行う子ども家
庭支援センターの維持管理及び運営委託を実施。

養育支援課

地域子育て支援事業
区立保育所等での「マイ保育園ひろば」や、私立保育所での「子育てひろば」
等、妊婦及び在宅子育て世帯を支援するための事業を実施。

保育政策課

5 家庭教育学級事業
こどもの発達課題や親の役割についての学習講座及び地域での子育てネット
ワークの形成支援のための人材育成事業等を開催。

地域教育課

6 子育て支援情報発信事業

子育て情報を発信する子育て情報ポータルサイトの管理及び産前・産後にお
ける子育て支援として、こんにちは赤ちゃんLINEを実施。7年度からは、予
防接種ナビアプリに子育て支援に関する情報を集約し、年齢や居住地区に応
じたプッシュ通知やオンラインアンケート機能などを備えた総合的な子育て支
援アプリを導入。

こども家庭支援課

 基本目標３　保護者の子育てを支える

教育支援課

4

65

　大施策4　学習・体験機会の充実

63

　大施策1　家庭の養育力向上への支援

3
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事業概要 所管課

児童館子育てひろば事業 子育てに関する情報交換・悩み相談やこども向け体操等の行事を実施。 こども家庭支援課

子ども家庭支援センター管理
運営事業

子育てに関する相談、ひろば、情報提供、地域活動の支援等を行う子ども家
庭支援センターの維持管理及び運営委託を実施。

養育支援課

地域子育て支援事業
区立保育所等での「マイ保育園ひろば」や、私立保育所での「子育てひろば」
等、妊婦及び在宅子育て世帯を支援するための事業を実施。

保育政策課

非定型一時保育事業
保護者が通院、短期間の就労、通学、看病等の理由で、こどもの面倒をみるこ
とができない場合の一時預かりを実施。

保育支援課

2
子ども家庭支援センター管理
運営事業

子育てに関する相談、ひろば、情報提供、地域活動の支援等を行う子ども家
庭支援センターの維持管理及び運営委託を実施。

養育支援課

保育所等における未就園児の
定期的な預かり事業

保育所等において、未就園児を対象に専用保育室や空き定員等を活用した
定期的な預かり事業（あずかーる）を実施。

保育政策課・保育支援課

幼稚園等における未就園児の
定期的な預かり事業

幼稚園等において、未就園児を対象に空きスペース等を活用した定期的な預
かり事業（あずかーる）を実施。

学務課

4 地域子育て支援事業
区立保育所等での「マイ保育園ひろば」や、私立保育所での「子育てひろば」
等、妊婦及び在宅子育て世帯を支援するための事業を実施。

保育政策課

5 子育て支援情報発信事業

子育て情報を発信する子育て情報ポータルサイトの管理及び産前・産後にお
ける子育て支援として、こんにちは赤ちゃんLINEを実施。7年度からは、予
防接種ナビアプリに子育て支援に関する情報を集約し、年齢や居住地区に応
じたプッシュ通知やオンラインアンケート機能などを備えた総合的な子育て支
援アプリを導入。

こども家庭支援課

1・２ 子育て支援情報発信事業

子育て情報を発信する子育て情報ポータルサイトの管理及び産前・産後にお
ける子育て支援として、こんにちは赤ちゃんLINEを実施。7年度からは、予
防接種ナビアプリに子育て支援に関する情報を集約し、年齢や居住地区に応
じたプッシュ通知やオンラインアンケート機能などを備えた総合的な子育て支
援アプリを導入。

こども家庭支援課

3 ー （令和10年度より事業実施予定） 養育支援課

4 両親学級事業 妊娠、出産、育児等の知識を習得するための教室を開催。 保健予防課

5
子ども家庭支援センター管理
運営事業

子育てに関する相談、ひろば、情報提供、地域活動の支援等を行う子ども家
庭支援センターの維持管理及び運営委託を実施。

6
（仮称）富岡子ども家庭支援セ
ンター整備事業

（仮称）富岡子ども家庭支援センターの整備。
※令和７年度：設計、令和８・９年度：工事、令和10年度開設予定

7 児童虐待対応事業
児童虐待対応、児童虐待に関する情報提供、虐待ケース会議の開催及び要保
護児童対策地域協議会の運営を実施。

1 ー （各事業において対応） 各課

2 児童手当支給事業 18歳までの児童1人あたりにつき、月額1万円から3万円を支給。

3 児童扶養手当支給事業
ひとり親家庭及びそれに準ずる家庭で児童を養育する人に、前年所得に応じ
手当を支給。

4 ベビーシッター利用支援事業 都認定ベビーシッター事業者による一時保育サービス利用料の一部を補助。

5 小・中学校給食運営事業 区立学校における給食費無償化を実施。

6
私立幼稚園等保護者負担軽減
事業

保護者の経済的負担を軽減することを目的として、保育料及び入園料を補
助。

69

養育支援課

3

70・
71

　大施策2　子育て支援サービスの充実

　大施策4　子育て家庭への経済的支援

　大施策3　相談体制と情報提供の充実

1

こども家庭支援課

学務課

67
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※特定の事業がない場合は“ー”

事業概要 所管課

1 一歳六か月児健康診査事業
ことばの発達、精神・心理面の発達等について経過観察が必要と判断された
こどもに対して、心理相談員による相談を行い、適切な発達を支援。

2 地区母子連絡会運営事業 地域母子保健の向上を図るための関連機関の連携会議を開催。

3 介護給付等給付事業

未就学の障害児に対し、日常生活における基本的な動作や集団生活への適
応の支援等を行う児童発達支援や、在学中の障害児に対し、放課後や夏休み
等の長期休業時において生活能力向上のための支援や社会との交流の促進
を行う放課後デイサービス等のサービス給付費をサービス提供事業者に給
付。

障害者支援課

4
障害児（者）通所支援施設管理
運営事業

児童福祉法に基づく児童発達支援を行う施設の管理運営。7年度からは、こ
ども発達亀戸センターで保育所等訪問支援を実施。

障害者施策課

5
重症心身障害児（者）在宅レス
パイト支援事業

看護師等が医療的ケアが必要な障害児及び重症心身障害児（者）の自宅等に
訪問し、家族等に代わり、一定時間の医療的ケアを実施。

6 医療的ケア児等支援事業
医療的ケア児支援連携会議の開催のほか、当事者・家族、医療的ケア児等
コーディネーターへの支援を実施。

私立保育所補助事業
医療的ケア児の受け入れにかかる経費の補助等、私立保育所の運営に対す
る補助を実施。

保育施設特別支援事業
区内保育施設に入所し特別な支援を要する児童の観察や園に対する保育指
導等を実施するほか、医療的ケア児受入園に対する医師等の巡回を実施。

幼稚園管理運営事業 幼稚園の管理及び園行事や教材購入等の幼稚園運営を実施。 学務課

8 私立保育所補助事業
特別支援児童等の受け入れにかかる経費の補助等、私立保育所の運営に対
する補助を実施。

保育支援課

9
小・中学校特別支援学級等児
童生徒就学奨励事業

通学に必要な学用品等購入費、通学費等の補助を実施。 学務課

10 学習支援事業 肢体不自由児、発達障害児及び知的障害児等への各種支援を実施。

11・1
２

小学校特別支援教育事業 就学時の相談及び就学後の各種支援を実施。

13 教員研修事業 教員の指導力向上を目的とした職層別、教科別研修を実施。 指導室

障害者支援課

教育支援課

保育支援課

　大施策1　障害や発達状況に配慮を必要とするこどもへの支援

 基本目標４　特別な支援が必要なこども・若者・保護者を支える

保健予防課

7

73
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該当
ページ

取組
方針

事業名
※特定の事業がない場合は“ー”

事業概要 所管課

1 新生児・産婦訪問指導事業 新生児とその産婦に対し、家庭訪問及びオンラインによる指導を実施。 保健予防課

2・3 児童虐待対応事業
児童虐待対応、児童虐待に関する情報提供、虐待ケース会議の開催及び要保
護児童対策地域協議会の運営を実施。

4
子ども家庭支援センター管理
運営事業

子育てに関する相談、ひろば、情報提供、地域活動の支援等を行う子ども家
庭支援センターの維持管理及び運営委託を実施。

5・6 児童虐待対応事業
児童虐待対応、児童虐待に関する情報提供、虐待ケース会議の開催及び要保
護児童対策地域協議会の運営を実施。

地区母子連絡会運営事業 地域母子保健の向上を図るための関連機関の連携会議を開催。 保健予防課

子育てスタート支援事業
特に支援が必要な母子を対象に短期間の宿泊または通所による母体回復及
び育児指導等を実施。

8 児童虐待対応事業
児童虐待対応、児童虐待に関する情報提供、虐待ケース会議の開催及び要保
護児童対策地域協議会の運営を実施。

9 ー （令和10年度より事業実施予定）

10
スクールカウンセラー派遣事
業

スクールカウンセラーを小中学校及び幼稚園等に派遣し、いじめ、不登校の
相談や教員等への助言を行う。

教育支援課

11
子ども家庭支援センター管理
運営事業

子育てに関する相談、ひろば、情報提供、地域活動の支援等を行う子ども家
庭支援センターの維持管理及び運営委託を実施。

養育支援課

新生児・産婦訪問指導事業 新生児とその産婦に対し、家庭訪問及びオンラインによる指導を実施。 保健予防課

児童虐待対応事業
母子保健・児童福祉の両部門の機能を統合し、一体的な支援を行うこども家
庭センターの設置を受け、対象者に必要な支援を組み合わせたサポートプラ
ンを作成・提示。

養育支援課

13・
14

児童虐待対応事業

児童虐待対応、児童虐待に関する情報提供、虐待ケース会議の開催及び要保
護児童対策地域協議会の運営を実施。母子保健・児童福祉の両部門の機能を
統合し、一体的な支援を行うこども家庭センターの設置を受け、対象者に必
要な支援を組み合わせたサポートプランを作成・提示。

児童相談体制連携調整
担当

生活困窮者自立相談等支援事
業

生活保護に至る前の段階における支援として、総合相談窓口で自立相談支
援・家計改善支援を行うほか、住居確保給付金を給付。

保護第一課・保護第二課

母子家庭等自立支援事業 ひとり親家庭の母または父に対し、就業に結びつくよう支援を実施。 生活応援課

児童虐待対応事業
児童虐待対応、児童虐待に関する情報提供、虐待ケース会議の開催及び要保
護児童対策地域協議会の運営を実施。

養育支援課

2 養育費確保支援事業 離婚後の養育費の取決めに関する公正証書作成手数料等の補助を実施。 生活応援課

3 生活保護事業
憲法25条の定めにもとづいて、ケガや病気、高齢などの要因で収入が少なく
なり、最低限度の生活ができないときに、その不足分を補うとともに、自力で
生活していけるように援助していくことを目的とした生活保護制度を実施。

4 まなびサポート事業 生活保護受給者及び生活困窮者世帯のこどもに対する学習支援等を実施。

5 児童扶養手当支給事業
ひとり親家庭及びそれに準ずる家庭で児童を養育する人に、前年所得に応じ
手当を支給。

こども家庭支援課

6 小・中学校就学援助事業 公立学校への通学に伴い生じる学用品通学用品費等の支給を実施。 学務課

7・8 ヤングケアラー支援事業
ヤングケアラー支援強化のため、関係機関・団体等の研修やリーフレットの配
布等による普及啓発及び心理職による相談会を実施。7年度は、区内の小・
中学生に対し、記名式のアンケートを実施。

養育支援課

養育支援課

養育支援課

保護第一課・保護第二課

　大施策2　虐待の未然防止と対応

75

　大施策3　生活困窮層への支援、ヤングケアラー支援

79

12
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該当
ページ

取組
方針

事業名
※特定の事業がない場合は“ー”

事業概要 所管課

教育支援センター事業
教育支援センター（ブリッジスクール）においてサポートスタッフによる学習
指導及び心のケアを実施。また、学校内の教室以外の居場所にて不登校及び
不登校傾向の児童・生徒の支援を行う校内別室指導支援員を配置。

2・3

4 教育相談事業 教育相談員による学習、いじめ、不登校等の相談を実施。 教育センター

5
スクールカウンセラー派遣事
業

区立小学校等５・６年生の児童及び区立中学校等全生徒を対象に、カウンセ
ラーによるSNSを通じた教育相談を実施。

教育支援課

6 ー （学校運営において対応）

7 教員研修事業 教員の指導力向上を目的とした職層別、教科別研修を実施。

問題を抱える児童・生徒へのきめ細かな支援を行うため、スクールソーシャル
ワーカーを配置し、関係機関との連携を図る。

問題を抱える児童・生徒へのきめ細かな支援を行うため、スクールソーシャル
ワーカーを配置し、支援体制の充実を検討する。

10 青少年相談事業
ひきこもりをはじめ、社会生活に困難を抱える若者に対し、社会生活を円滑
に営むことができるよう、自立・社会参加に向けた各種支援を実施。

青少年課

妊娠出産支援事業
妊婦を対象とする「ゆりかご面接」、産後ケア事業（宿泊型・日帰り型・乳房ケ
ア）等を実施。

保健予防課

子育て支援情報発信事業

子育て情報を発信する子育て情報ポータルサイトの管理及び産前・産後にお
ける子育て支援として、こんにちは赤ちゃんLINEを実施。7年度からは、予
防接種ナビアプリに子育て支援に関する情報を集約し、年齢や居住地区に応
じたプッシュ通知やオンラインアンケート機能などを備えた総合的な子育て支
援アプリを導入。

こども家庭支援課

子ども家庭支援センター管理
運営事業

子育てに関する相談、ひろば、情報提供、地域活動の支援等を行う子ども家
庭支援センターの維持管理及び運営委託を実施。

養育支援課

2 入園事務 保育所等の入園に関する事務を実施。 保育支援課

保育所管理運営事業
区立保育所の運営において、外国語に対応するため翻訳機の活用や給食に
おける宗教食への対応を実施。

保育政策課

私立保育所補助事業
外国にルーツを持つ児童を受け入れ、当該家庭の言語・習慣・食事等に配慮
を行う場合等、私立保育所の運営に対する補助を実施。

保育支援課

幼稚園管理運営事業 幼稚園の管理及び園行事や教材購入等の幼稚園運営を実施。 学務課

4 日本語指導員派遣事業 授業や学校生活を支援するため、外国語専門員講師の派遣等を実施。 教育支援課

1

　大施策5　外国にルーツを持つこどもと保護者への支援

指導室

健全育成事業

スクールソーシャルワーカー活
用事業

指導室

3

1

　大施策4　不登校・いじめ・ひきこもりへの支援

81

83

教育支援課

健全育成指導及び学校でのいじめ・不登校対策等の取組支援を実施。

8・9

7



該当
ページ

取組
方針

事業名
※特定の事業がない場合は“ー”

事業概要 所管課

1 青少年団体育成事業
江東ジュニアリーダーズクラブ、江東区少年団体連絡協議会への支援を実
施。

2
青少年対策地区委員会活動事
業

青少年健全育成活動への支援を実施。

3 青少年相談事業
ひきこもりをはじめ、社会生活に困難を抱える若者に対し、社会生活を円滑
に営むことができるよう、自立・社会参加に向けた各種支援を実施。

4 児童虐待対応事業
児童虐待対応、児童虐待に関する情報提供、虐待ケース会議の開催及び要保
護児童対策地域協議会の運営を実施。

養育支援課

5 青少年指導者講習会事業 地域子ども会等のリーダーとなるこどもを養成するための講習会を開催。

6 青少年相談事業
ひきこもりをはじめ、社会生活に困難を抱える若者に対し、社会生活を円滑
に営むことができるよう、自立・社会参加に向けた各種支援を実施。

1
こども・子育て支援活動助成事
業

こどもや子育て家庭を支援する活動を行う団体等を対象に、活動経費助成を
新たに実施。

こども家庭支援課

2 青少年指導者講習会事業 地域子ども会等のリーダーとなるこどもを養成するための講習会を開催。 青少年課

3 こども食堂支援事業

こども食堂を立ち上げる際に必要な調理器具等の購入費や、開設後の運営・
衛生指導に必要な経費の補助を実施。7年度からは、区とこども食堂との連
携を強化し、こどもや子育て家庭の更なる支援に繋がる取組みを推進するた
め、こども食堂への補助を拡充。

こども家庭支援課

4 民生・児童委員活動事業 民生・児童委員のための会議、研修等を実施。 福祉課

5 ー （各事業において対応） 各課

1 こども110番の家事業
登下校時の通学路等でこどもたちの安全を守るため、住宅・商店・事業所等
を緊急避難場所に設定。

青少年課

2 児童交通安全事業 児童通学案内等業務従事者の配置により、児童の登下校時の安全を確保。 庶務課

3 備蓄物資整備事業

災害時に避難所等への避難者に対して支給する当面の食料や生活必需品を
整備。区独自の食料備蓄量を避難所生活者の1日分から2日分へ段階的に拡
充するほか、女性・乳幼児向けの備蓄物資、避難所における良好な生活環境
の確保及び犯罪抑止や被災者の安全確保を目的とした備蓄物資の充実を実
施。

防災計画課

4 ー （学校運営において対応） 指導室

保育所管理運営事業
区立保育所の運営において、定期的に避難訓練や保護者への引き渡し訓練
を実施。

保育政策課

ー （学校運営において対応） 指導室

6
障害福祉サービス等適正化事
業

適切な障害福祉サービス等の提供と介護・訓練等給付費等の請求の検証及
びサービス提供事業所についての調査、指導検査を実施。

障害者施策課

7 ー （各施設整備・施設改修時等において対応） 各課

8 ー （各施設運営において対応） 保育支援課・指導室

5

　大施策6　こども・若者の社会的自立の支援

青少年課

青少年課

87

　大施策2　こどもの安全・安心確保

89

　大施策1　地域ぐるみの子育て支援の環境づくり

85

 基本目標５　地域全体で子育てを支える

8
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ページ
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事業名
※特定の事業がない場合は“ー”

事業概要 所管課

1 児童虐待対応事業
児童虐待対応、児童虐待に関する情報提供、虐待ケース会議の開催及び要保
護児童対策地域協議会の運営を実施。

養育支援課

2 青少年育成啓発事業
ひきこもりをはじめ、社会生活に困難を抱える若者に対し、社会生活を円滑
に営むことができるよう、自立・社会参加に向けた各種支援を実施。

青少年課

3 消費者センター管理運営事業 消費者教育の推進を図るため「江東区消費者教育推進委員会」を開催。 経済課

4 家庭教育学級事業
こどもの発達課題や親の役割についての学習講座及び地域での子育てネット
ワークの形成支援のための人材育成事業等を開催。

5 地域学校協働本部事業
幅広い地域住民等の参加を得ながら学校を核とした地域づくりを目指す「地
域学校協働本部」の推進。地域住民が学校運営に参画する「コミュニティ・ス
クール」の運営。

6 ウィークエンドスクール事業
地域住民が主体となり、自然体験、社会体験、遊び等の講座を小学校を会場
として週末に開催。

1 男女共同参画学習事業
区民を対象に男女共同参画意識の向上及び女性の経済的自立と自己実現の
推進を図るため学習講座を開催。

2
ワーク・ライフ・バランス推進啓
発事業

区内中小企業向けに仕事と家庭の両立支援や男女がともに働きやすい職場
づくりなど、ワーク・ライフ・バランスの啓発を実施。

　大施策4　ワーク・ライフ・バランスの推進啓発

91

人権推進課93

　大施策3　関係機関のネットワーク化の推進

地域教育課
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